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全国銀行学術研究振興財団 助成一覧（２０２０年度） 

 

◇助成合計〔33件：2,165万円〕 

 

（1） 研究活動に対する助成〔29件：1,750万円〕 

 

① 経済分野〔18件：1,070万円〕 

 

助成ｺｰﾄﾞ 研究者名 申込時所属 研究テーマ 助成金額 共同研究者名・申込時所属（順不同） 

2001 市橋勝 広島大学大学院

国際協力研究科

教授 

日本の植民地支配崩壊の経済効果に関す

る研究 

40万円 福田勝文 中京大学国際学部准教授 

2002 井上武 神戸大学大学院

国際協力研究科

准教授 

デジタル金融包摂と国際送金の関連性と

貧困削減効果に関する研究 

40万円 
 

2003 大西宏一郎 早稲田大学教

育・総合科学学

術院准教授 

中小企業に対する特許料・審査請求料の

減免制度と資金制約に関する分析 

65万円 
 

2004 小原篤次 長崎県立大学国

際社会学部准教

授 

ベトナムはキャッシュレスで金融包摂を

進めるのか？都市および近郊農村におけ

るサーベイ 

55万円 高橋塁 東海大学政治経済学部准教授 

2005 神楽岡優昌 武蔵大学経済学

部教授 

マイナス金利下のイールドカーブの推定

と日本銀行の金融政策によるイールド変

化 

40万円 
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助成ｺｰﾄﾞ 研究者名 申込時所属 研究テーマ 助成金額 共同研究者名・申込時所属（順不同） 

2006 金子拓也 国際基督教大学

教養学部准教授 

地域金融機関の多くが融資残高を増やし

てきた経緯について、企業金融および動

的計画法の観点から合理的な解釈を試み

る研究 

45万円 
 

2007 北野友士 大阪市立大学商

学部准教授 

金融リテラシーと情報発信の違いが物価

および景気の予想に与える影響の検証 

50万円 
 

2008 後藤康雄 成城大学社会イ

ノベーション学

部教授 

公的金融支援策が中小事業者の意思決定

に及ぼす影響に関する実証分析 

95万円 加藤孝治 日本大学大学院総合社会情報研究科

教授 

2009 西條光 カリフォルニア

大学サンタクル

ーズ校経済学部

助教 

ネットワーク経済における不確実性の変

動とその影響 

60万円 
 

2010 椎葉淳 大阪大学大学院

経済学研究科教

授 

ESG指標と連動した報酬制度に関する実

証研究 

85万円 Kuang Wenjun 大阪大学大学院経済学研究科博

士後期 

2011 鈴木崇文 愛知淑徳大学ビ

ジネス学部講師

（専任） 

地方分権化改革が所得再分配・福祉政策

に与える影響についての研究 

65万円 
 

2012 高島幸成 長岡大学経済経

営学部専任講師 

Agent-Based Modelingに基づくマクロ経

済分析のためのプラットフォーム構築 

80万円 八木勲 神奈川工科大学情報学部教授 

2013 瀧野一洋 名古屋商科大学

大学院マネジメ

ント研究科教授 

資産選択における銀行行動のミクロ経済

的分析 

50万円 石椛義和 神戸市外国語大学外国語学部准教授 
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助成ｺｰﾄﾞ 研究者名 申込時所属 研究テーマ 助成金額 共同研究者名・申込時所属（順不同） 

2014 中村靖彦 日本大学経済学

部教授 

ネットワーク産業における消費者の期待

形成と企業の経営戦略 

55万円 
 

2015 福川信也 東北大学大学院

工学研究科准教

授 

大学スピンオフを通じた科学の商業化に

おける目利きの役割 

40万円 
 

2016 宮尾龍蔵 神戸大学大学院

経済学研究科教

授 

非伝統的金融政策と財政政策の協調に関

する実証分析 

50万円 
 

2017 三宅敦史 神戸学院大学経

済学部准教授 

事業売却がマクロ経済及び金融機関の収

益に及ぼす影響に関する理論的・実証的

研究 

75万円 岡本弥 神戸学院大学経済学部准教授 

石田裕貴 神戸学院大学経済学部准教授＊ 

幸田功 神戸学院大学経済学部講師＊ 

＊2022/12/20/共同研究者追加 

2018 茂木快治 神戸大学大学院

経済学研究科准

教授 

不動産投資信託（REIT）の地域間価格波

及効果に関する時系列分析 

80万円 飯塚義孝 神戸大学大学院経済学研究科大学院

生 

 

② 法律分野〔11件：680万円〕 

 

助成ｺｰﾄﾞ 研究者名 申込時所属 研究テーマ 助成金額 共同研究者名・申込時所属（順不同） 

2019 阿部雪子 中央大学商学部

教授 

租税条約における受益者条項

（Beneficial Ownership）の判断基準の

研究：LOB条項（Limitation on 

Benefits）との関連を検討して 

45万円 
 

2020 大島一悟 大阪経済法科大

学法学部教授 

配偶者居住権と居住不動産をめぐる諸課

題：債権者との関係を中心に 

45万円 
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助成ｺｰﾄﾞ 研究者名 申込時所属 研究テーマ 助成金額 共同研究者名・申込時所属（順不同） 

2021 越智砂織 大阪樟蔭女子大

学学芸学部准教

授 

金融所得の一体化と損益通算制度につい

て：課税と控除の均衡という視点から 

40万円 
 

2022 金賢仙 長野県立大学グ

ローバルマネジ

メント学部准教

授 

金融商品取引法第 193条の研究 30万円 
 

2023 古賀敬作 大阪経済大学経

営学部准教授 

スマート・コントラクト時代におけるデ

ジタル金融資産取引の課税のあり方に関

する法政策学的研究 

95万円 
 

2024 嶋拓哉 北海道大学大学

院法学研究科教

授 

外国人等による国内土地取引を巡る法的

枠組みに関する研究 

80万円 
 

2025 仲宗根京子 清和大学法学部

准教授 

商号続用責任規定の比較法的再検討：米

国の企業継承者責任論の分析に示唆を得

て 

55万円 
 

2026 福島洋尚 早稲田大学法学

学術院教授 

株式会社法における区分と規律 90万円 久保田安彦 慶應義塾大学法務研究科教授 

笠原武朗 九州大学大学院法学研究院教授 

山下徹哉 京都大学大学院法学研究科准教授 

2027 増田友樹 富山大学経済学

部准教授 

グループ企業における子会社の財産分離

機能と借入コストに関する実証研究 

55万円 
 

2028 森まどか 中京大学法学部

教授 

社債管理補助者を通じた社債管理の在り

方について 

70万円 
 

2029 横井里保 島根大学法文学

部専任講師 

租税法における土地評価方法に関する日

米比較法研究 

75万円 
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（2） 研究成果の刊行に対する助成〔4件：415万円〕 

 

① 経済分野〔2件：175万円〕 

 

助成ｺｰﾄﾞ 研究者名 申込時所属 書籍名 助成金額 共同研究者名・申込時所属（順不同） 

2030 杉山敏啓 江戸川大学社会

学部経営社会学

科教授 

『銀行業の競争度：地域金融への影響』

（日本評論社、2021年） 

90万円 
 

2031 鷲見英司 新潟大学経済科

学部准教授 

『地方財政の効率化の政治経済分析』

（勁草書房、2021年） 

85万円 
 

 

② 法律分野〔2件：240万円〕 

 

助成ｺｰﾄﾞ 研究者名 申込時所属 書籍名 助成金額 共同研究者名・申込時所属（順不同） 

2032 高田晴仁 慶應義塾大学大

学院法務研究科

教授 

『有価証券法と民法の交錯』（成文堂、 

2021年） 

100万円 
 

2033 松田佳久 創価大学法学部

教授 

『物権的期待権の譲渡担保化：中小企業

の資金融資を中心として』（日本評論

社、2021年） 

140万円 
 

 

以上 

 


